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１ 一般会計補正予算の概要 

① 主な補正内容 

・ 一般会計補正予算（第７号） 

３月の一般会計補正予算は、国の総合経済対策に呼応した物価高騰の影響を受

けている事業者等への支援策（推奨事業メニュー）や、将来に向けた基金への積

み立てのほか、執行状況や実績に基づいた経費の減額調整など、当初予算編成後

に生じた事由を踏まえ、歳入・歳出それぞれ 2 億 4,542 万 2 千円の予算を増額し

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）一般財源
※
は物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の充当対象一般財源を示しています。 

 

上記事業の詳細は、令和 8年度当初予算説明資料中の主要事業説明シートを参照下さい。 

また、上記事業を含む交付金充当事業一覧を 6ページ以降に記載しています。 

・【一部新規】防犯設備機器設置補助事業 1,500 千円 《地域づくり課》 

物価高騰の影響に対する消費下支えと、高齢者に対する犯罪の発生抑制による安心安全

な生活環境の確保のため、強盗対策や詐欺被害防止対策として導入する録画機能付きテレ

ビドアホン、迷惑電話防止機能付き機器及び防犯カメラの設置費用の一部を補助します。 

≪財源内訳：一般財源
※
1,500 千円≫ 

・【新規】物価高騰対策事業者支援事業 80,000 千円 《商工観光課・農林課》 

物価高騰の影響を受けている事業者（企業、個人事業主、農業者）の経営基盤を強化す

るため、設備投資や農業用機械等の共同購入経費の一部を支援します。 

≪財源内訳：一般財源
※
80,000 千円≫ 

（内訳） 

⑴ 業務効率化支援事業 50,000 千円 

・対象者 企業及び個人事業主（パートナーシップ構築宣言実施を条件とする） 

・補助率等 補助率：5分の 4、補助上限：200 万円 

⑵ 農業用機械等共同利用支援事業 30,000 千円 

・対象者 市内に住所を有する農業者 2戸以上で組織し、地域での営農に取り組む組織。 

ただし、共同購入を行う農業者に、法人を含まないこと。 

・補助率等 補助率：3分の 2、補助上限：100 万円／戸 

・【新規】公共交通でおでかけ応援クーポン事業 8,000 千円 《地域づくり課》 

市内を運行する路線バス又はタクシーに乗車する際に使用できるクーポン券を発行す

ることで、物価高騰等の影響を受けている住民の公共交通の利用を促し、外出機会を創出

し、公共交通の利用者の回復を図ります。 

≪財源内訳：一般財源
※
8,000 千円≫ 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した支援 
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② 繰越明許費の補正 

 年度内に事業が完了せず支出が次年度にかかる見込みの事業について、必要な

繰越明許費の追加を行います。 

（追加） 

・防犯対策事業経費／防犯設備機器設置補助金 1,500 千円 

・一般事務経費／公図データ等管理システム異動入力委託料 1,957 千円 

・府中市長及び府中市議会議員選挙費／印刷製本業務委託料 970 千円 

・物価高対応子育て応援手当支給事業経費／物価高対応子育て応援手当外 8,148 千円 

・地域保健対策費／建設改良費出資金（広島県水道広域連合企業団） 191,397 千円 

・野生鳥獣被害対策経費／有害鳥獣被害防護柵設置支援事業補助金 3,000 千円 

・地域農政対策経費／農業用機械等共同利用支援事業補助金外 31,500 千円 

・農業体質強化基盤促進事業経費／工事費 6,635 千円 

・県営ため池等整備事業経費／工事負担金外 19,023 千円 

・基幹水利施設補修事業経費／基幹水利施設補修事業負担金 890 千円 

・小規模崩壊地復旧事業経費／工事費外 5,283 千円 

・林業振興施設整備経費／林道改良工事費 36,344 千円 

・商工業振興事業経費／業務効率化支援補助金 50,000 千円 

・生活路線バス等対策経費／公共交通でおでかけ応援クーポン事業補助金外 8,000 千円 

・辺地対策事業経費／斗升御山線道路改良工事費 5,907 千円 

・社会資本整備総合交付金事業（単独分）／父石１号線外道路改良工事費外 5,000 千円 

・安全・安心な通学路の確保事業経費／栗柄下川辺線測量設計業務委託料外 65,290 千円 

・橋梁長寿命化事業経費（補助）／府中新橋補修工事費外 91,390 千円 

・橋梁長寿命化事業経費（単独）／防地橋補修工事費外 13,300 千円 

・排水路（浸水）対策事業経費／亀寿中須団地線外排水路改良工事費外 19,809 千円 

・河川改修経費／中野村川外河川改修工事費 495 千円 

・単独事業経費／大規模盛土対策調査業務委託料外 18,675 千円 

・桜が丘団地販売促進事業経費／転入促進補助金外 1,800 千円 

・単市分事業経費／目崎出口線道路改良工事測量設計業務委託料外 4,100 千円 

・補助事業経費／目崎出口線道路改良工事用地補償費 7,500 千円 

・狭あい道路整備等推進事業経費／高木府川２１号線支線道路改良工事費外 1,232 千円 

・住環境整備事業経費／司法書士相続人調査業務委託料 500 千円 

・都市再生整備計画事業経費／図書館広場整備事業工事費外 49,793 千円 

・現年発生災害復旧事業経費／出口水路災害復旧工事費外 15,539 千円 

・過年発生災害復旧事業経費／登呂茂池単独災害復旧工事費外 8,357 千円 
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③ 債務負担行為の補正 

 次年度以降の支出を要する事業について、必要な債務負担行為の追加や変更を

行います。 

（追加） 

 ・栗柄下川辺線他道路改良工事委託料 51,679 千円（令和 8年度～令和 21 年度） 

（変更） 

 ・学校施設・スポーツ施設等ＬＥＤ化整備事業 

 変更後：501,072 千円（令和 8年度～令和 17年度） 

 ・保育業務等支援システムリース料 

 変更後：27,294 千円（令和 8年度～令和 12年度） 

 ・学校給食調理・配送業務委託料 

 変更後：322,323 千円（令和 8年度～令和 10年度） 

 

２ 特別会計等補正予算の概要 

① 主な補正内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・後期高齢者医療特別会計補正予算（第４号） 

△12,906 千円 【税務課・医療介護保険課】 

 実績見込みに基づき、後期高齢者医療広域連合への負担金等を減額します。 

≪歳入：保険料、一般会計繰入金等 △12,906 千円≫ 

≪歳出：保険料等負担金 △12,906 千円≫ 

・国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 

△6,700 千円 【税務課・医療介護保険課】 

実績見込みに基づき、職員給与費の減額や還付金の増額等を計上します。 

   ≪歳入：国民健康保険税 △17,523 千円、一般会計繰入金等 10,823 千円≫ 

≪歳出：職員給与費等 △6,700 千円≫ 

・下水道事業会計補正予算（第３号） 

△71,371 千円【下水道課】 

実績見込みに基づき、工事費の減額や委託料の増額等を計上します。 

≪収益的収入 1,066 千円、収益的支出 66 千円≫ 

≪資本的収入 △69,013 千円、資本的支出 △71,437 千円≫ 

・介護保険特別会計補正予算（第４号） 

保険事業勘定 △44,588 千円 【健康推進課・医療介護保険課・福祉課】 

実績見込みに基づき、保険給付費や国費返還金の減額、基金積立金の増額等を計上しま

す。 

 ≪歳入：国費、一般会計繰入金等 △44,588 千円≫ 

≪歳出：保険給付費等 △66,376 千円、基金積立金 21,788 千円≫ 
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② 債務負担行為の補正 

 次年度以降の支出を要する事業について、必要な債務負担行為の追加を行います。 

（追加） 

 ・上下水質管理センター運転管理業務（下水道事業会計） 

  22,770 千円（令和 8年度） 

 ・下水道固定資産システム保守管理業務（下水道事業会計） 

  5,170 千円（令和 8年度） 

 

３ 専決処分による補正予算で行う事業 

・ 一般会計補正予算（第６号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・衆議院議員総選挙等経費 20,227 千円《選挙管理委員会事務局》 

衆議院の解散に伴う、衆議院議員総選挙の実施に必要な経費を計上しました。 

 

≪財源内訳：県費 18,000 千円、一般財源 2,227 千円≫ 

補
正
６
号
専
決 
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４ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（推奨事業メニュー）の充当事業一覧 

・令和７年度国補正予算分交付金 府中市配分額合計 484,773 千円 

                               （単位：千円） 

No 事業名称 事業の概要 事業費 

交付金 

充当対象 

経費 

担当課 

１ 市民生活応援商品

券配布事業 

【1月補正対象】 

（補正第５号） 

市民全員に市内でのみ利用可能な商品券を配

布することで、物価高騰に伴う家計負担を軽減

し生活支援を行うとともに、市内での消費を促

進し域内経済の活性化を図る。 

・給付額 市民一人当たり 8 千円 

312,800 312,800 企画財政課 

２ 公立病院等物価高

騰対策支援事業 

【1月補正対象】 

（補正第５号） 

物価高騰の影響を受けている公立病院に対し

て支援金を交付することで、医療機能の維持を

図り、地域に必要な医療提供体制の確保に資す

る。 

内訳：（地独）府中市病院機構 43,700 千円 

   湯が丘病院 22,000 千円 

65,700 65,700 健康推進課 

３ 私立保育所等物価

高騰対策支援事業 

【1月補正対象】 

（補正第５号） 

物価やエネルギー価格等の高騰による負担増

を踏まえ、私立保育所等の安定した運営のため

に電気代等に係る支援金を給付する。 

      ≪その他財源：県費 182 千円≫ 

1,458 1,276 子育て応援課 

４ 介護・障害福祉サ

ービス物価高騰対

策支援事業 

【1月補正対象】 

（補正第５号） 

物価高騰等による負担増を踏まえ、介護サービ

ス事業所・障害福祉サービス事業所等の負担の

軽減を図るため、光熱水費・食材料費・燃料費

等のかかり増し経費に対する支援を行う。 

≪その他財源：県費 3,475 千円≫ 

27,800 24,325 医療介護保険課 

福祉課 

５ 

 

公共交通でおでか

け応援クーポン事

業 

【3月補正対象】 

（補正第７号） 

市内を運行する路線バス又はタクシーに乗車

する際に使用できるクーポン券を発行するこ

とで、物価高騰等の影響を受けている住民の公

共交通の利用を促し、外出機会を創出し、公共

交通の利用者の回復を図る。 

8,000 8,000 地域づくり課 

６ 防犯設備機器設置

補助事業 

【3月補正対象】 

（補正第７号） 

物価高騰の影響に対する消費下支えと、高齢者

に対する犯罪の発生抑制による安心安全な生

活環境の確保のため、強盗対策や詐欺被害防止

対策として導入する録画機能付きテレビドア

ホン、迷惑電話防止機能付き機器及び防犯カメ

ラの設置費用の一部を補助する。 

1,500 1,500 地域づくり課 

- 6 -



 

No 事業名称 事業の概要 事業費 

交付金 

充当対象 

経費 

担当課 

７ 物価高騰対策事業

者支援事業 

【3月補正対象】 

（補正第７号） 

物価高騰の影響を受けている事業者（企業、個

人事業主、農業者）の経営基盤を強化するため、

設備投資や農業用機械等の共同購入経費の一

部を支援する。 

・内訳①：業務効率化支援事業 

事業費 50,000 千円 

・内訳②：農業用機械等共同利用支援事業 

事業費 30,000 千円 

80,000 80,000 商工観光課 

農林課 

８ 有害鳥獣被害防護

柵設置支援事業 

【3月補正対象】 

（補正第７号） 

イノシシ等による農作物被害を抑えるための

防護柵について、物価高騰による資材費の高騰

支援及びソーラー化による省エネ・省力化支援

を行うため、ソーラー電気柵等の設置に要する

経費の一部を支援する。 

3,000 3,000 農林課 

９ 有機堆肥利用促進

事業 

【3月補正対象】 

（補正第７号） 

物価高の状況にあっても、市内生産有機堆肥の

利用促進と、化学肥料の使用を抑制した環境に

やさしく安全安心な農産物の生産を目指すた

め、市内の堆肥加工センターや畜産農家が生産

した有機堆肥の購入経費の一部を支援する。 

1,500 1,500 農林課 

10 学校給食負担軽減

事業 

米価格をはじめ、物価高騰の影響を受けている

学校給食の材料費への補填により、保護者負担

額の引き上げを抑制するとともに、学校給食の

質・量の確保や安定的な提供を図る。 

2,697 2,697 教育政策課 

11 公立学校等物価高

騰対策事業 

エネルギー価格等の高騰による負担増を踏ま

え、公立学校・給食センターにおいて増加して

いる燃料費や電気使用料のかかり増し経費に

対する支援を行うことで、施設運営の安定化を

図る。 

8,606 8,606 教育政策課 

学校教育課 

12 斎場物価高騰対策

支援事業 

物価高騰の影響を受けている斎場施設の維持

管理に対し、光熱水費・燃料費等のかかり増し

経費について対応することで、施設維持の安定

化を図る。 

3,077 3,077 環境衛生課 
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No 事業名称 事業の概要 事業費 

交付金 

充当対象 

経費 

担当課 

13 指定ごみ袋製造経

費高騰対策事業 

物価や人件費の高騰等による市指定ゴミ袋の

製造コストの上昇が避けられない中、市指定ご

み袋の価格上昇を抑制するために製造事業者

へ補助金を給付することで現行の販売価格を

据え置くこととし、物価上昇の影響を受ける市

民に新たな負担を求めることなく生活を支援

する。 

1,220 1,220 環境衛生課 

14 公立保育所物価高

騰対策支援事業 

物価高騰の影響を受けている公立保育所等に

対し、光熱水費等のかかり増し経費について対

応することで、サービス提供の安定化を図る。 

4,234 4,234 子育て応援課 

15 生涯学習センター

物価高騰対策支援

事業 

物価高騰の影響を受けている生涯学習センタ

ーの維持管理に対し、光熱水費等のかかり増し

経費について対応することで、サービス提供の

安定化を図る。 

2,254 2,254 教育政策課 

16 公民館物価高騰対

策支援事業 

物価高騰の影響を受けている公民館の維持管

理に対し、光熱水費等のかかり増し経費につい

て対応することで、施設維持の安定化を図る。 

3,324 3,324 教育政策課 

合計 527,170 523,513  
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